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1. はじめに
1989年4月1日に我が国において，シャウプ税制改革以来最大の税制改革と
いわれる消費税の導入が行なわれた。この消費税の導入は，あまりに性急にお
こなわれたため当初多くの混乱を招くこととなったが，導入にあたり逆進性と
いった問題点や経済に与える影響などの議論や分析がなかったわけではない。
たとえば，産業連関表を利用した新税制の各産業への波及効果や，家計への所
得階層別波及効果などの分析もおこなわれた1)。しかし， 現在の統計を用いた
消費税導入の影響等の推計や分析はおこなわれても，統計そのものがどのよう
になるかといった観点からの議論はほとんどおこなわれなかったといっても過
言ではない2)。たとえば消費税が定着するとすれば， 1990年産業連関表は1994
年頃に公表されることになると思われるが，これが従来の産業連関表とどのよ
うに変わってくるのか，また以前の産業連関表と比較可能であるか否か，とい
った問題はあまり議論されていない。しかし消費税が定着するか否かにかかわ
1)静岡大学経済学・税法研究者の会[13]参照。
2)林英機[16」は先駆的な研究の一つである。
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らず，この問題は付加価値税 (VAT)を導入している諸国の統計を知る上から
も，またそれらの諸国との比較を考える上からも重要である。
そこで小稿の課題は，国民経済計算の重要な統計の 1つである産業連関表に
焦点をしぼった上で，日本の今後の産業連関表を考える上でも参考になると思
われる， EC諸国の産業連関表における付加価値税処理について考察すること
にある。日本で導入された消費税は帳簿方式，一方EC型付加価値税はインボ
イス方式，といった相違はあるものの前段階控除型の多段階消費税としての性
格は同じであり，またEC諸国は付加価値税導入以後の豊富な経験を持ってい
るだけに， 日本の今後の産業連関表を考える上でも参考になるであろう。
ところで， EC標準産業連関表における付加価値税処理については，拙稿を
含めていくつかの紹介と検討がなされているが見消費税の抜き方（ネット化）
にも二種類あることはほとんど知られていない。しかし実はグロス処理かネッ
ト処理かといった違いもさることながら，ネット化の方法の相違も重要であ
る。そこで本稿ではこの点に焦点を置きつつ次の順で考察してゆくことにす
る。まず， EC標準産業連関表の沿革について簡単に触れ，次に第 3節で EC
標準表での付加価値税の処理方法について解説する。第4節では，西ドイツ本
国で行なわれている付加価値税の処理方法と EC標準表の処理方法とを比較す
ることによって， EC統計局方式の問題点を検討する。そして第 5節では， EC
標準産業連関表を用いた場合，どのように分析すればよいかを最終需要の誘発
効果を求める場合を例にとって考察する。最後に第 6節で， EC統計局とドイ
ツ連邦統計局の付加価値税のネット化の相違は，産業連関表そのものやそれを
用いた分析にどのような実際上の差異をもたらすかを比較検討する。
2. EC標準産業連関表の沿革
EC標準産業連関表は， EC諸国の統一規格産業連関表を作るという目的の
3)国際産業連関表調査研究委員会[12」，産業構造研究委員会[12],林英機[16], 良永康
平[18]等。
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もとに， EC統計局 (Eurostat:European Statistical Office, Luxembourg)が中
心になって， EC各国統計局と連携して作成している産業連関表である。すな
わち EC統計局が各国統計局にさまざまな指令を送り，各国統計局はそれに基
づいて，自国で作成している産業連関に関する基礎データや産業連関表そのも
のを送付し，再びEC統計局が統一フォーマットにそってそれを加工・処理し
て作成したものが， EC統計局標準産業連関表である。この産業連関表はまた，
ヨーロッパ国民経済計算体系 (ESA:European System of National Accounts) 
の中核としても位置づけられている。
これまでに，次の 5つの産業連閑表が公表されている。
対象としている年度は，国連 ECEが公表している産業連関表と全く同じで
ある。しかし国連 ECEはEC諸国の産業連関表を作成する際に，各国統計局
の提出する資料とともに， EC統計局の標準産業連関表も参考にしているとい
う関係上， EC統計局産業連関表の方がより原資料に近いと言えるだろう 4)0 
1959年EC標準産業連関表………… (1964年公表）
1965年EC標準産業連関表・………..(1970年公表）
1970年EC標準産業連関表………...(1978年公表）
1975年EC標準産業連関表………… (1983年公表）
1980年EC標準産業連関表………… (1986年公表）
産業連関表を用いて経済構造の比較をするためには，最低限産業連関表の部
門定義や特性がほぼ同等であることが必要であるが， EC統計局は様々な指令
や調整によって，これを達成しようとしている。しかし標準産業連関表の規定
は当初から確定・不変だったわけではなく，いくつかの変遷をたどっている。
たとえば標準産業連関表の内生部門は1959年表は37部門と65部門， 1965年表は
56部門と90部門が作成されたが， 1970年表以降は定義が変わり今日まで44部門
4)国連 ECE表と EC統計局表との関連， 比較については良永[18], (2)を参照された
vヽ0 
185 
1122 園西大學「純清論集』第39巻第6号 (1990年3月）
が定着している。 また1970年表までは， 内生部門をはじめとして EC各国表
のあらゆる比較が可能なように，各国表すべてがEURという人為的通貨単位
で評価されていた。しかし1975年表以降は，各国通貨単位での評価が中心とな
り，固内生産額や付加価値部門のみ参考として ECU評価の数値が掲載されて
いるだけである。さらに付加価値税問題がある。 EC諸国は付加価値税導入後
もしばらくは，付加価値税 (VAT)をも含めた価格で財・サービスのフローを
評価していたが， EC統計局の指令と各国の合意により， 1975年表以降はVAT
の純処理 (NetTreatment)に移行している。そしてVATの純処理は， EC標
準産業連閑表だけではなく，多くのEC各国統計局で作成する産業連関表にも
採用されるに至っている。
EC Cヨーロッパ共同体）は当初 6カ国から始まって，今日では最新加盟国のス
ペインとポルトガルを含め12カ国に発展しており，標準産業連関表参加国も表
1のように変遷してきている。特に1973年にイギリス，アイルランド，デンマ
ークが加入してから EC9となったため， 1970年表作成時からこの 3国が加わ
っている。また1980年表からは，スペイン，ボルトガル表の公表も始まってい
表1 EC標準産業連関表参加国
国 名 [Ee加盟 11959年表[1965年表 11970年表[1975年表 11980年表
西ドイツ 1958年 ゜フラ ンス 1958年 ゜イタ リ ア 1958年 ゜オラ ンダ 1958年 ゜ベルギー 1958年 ゜ルクセンブルク 1958年 X イギリス 1973年 X 
デンマーク 1973年 X 
アイルランド 1973年 X 
ギリシャ 1981年 X 
スペイン 1986年 X 
ボルトガル 1986年 X 
(0は作成に参加， Xは不参加を意味する）
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るが，ギリシャ表はまだ公表されていない5)0 
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3. EC統計局の付加価値税 (VAT)処理
付加価値税は， EC諸国が共通に課している間接税で，付加価値を対象とし
てその発生時点や輸入品の税関通過時点で課せられるが，最終的には財貨・サ
ービスの最終消費者によって負担される税金である。通常の付加価値税制度の
もとでは，各企業は中間投入物や資本財などの仕入れ段階までにかかった税額
をインボイス（仕送り状）に基づき控除できる仕組となっている。課税ベースが
広く低率で大きな税収を挙げられることから，今日ではEC以外でも様々な国
が採用するに至っている。 EC委員会は既に1964年にEC加盟国（当時は6カ国）
に第 1次指令を通達し， 1954年以来フランスが尊入している付加価値税を多少
?
表2 付加価値税の蒋入年と税率 (1988年現在）
付加価値税率
名 導入年
標準鰭 l軽減税率 1 割増税率
西ドイツ 1968 14 7 
フラ ンス 1968 18.6 5.5 & 7 33.3 
イタ リ ア 1973 18 2 & 9 38 
ベルギー 1971 19 
I 
6 & 17 25 & 38 
オラ ンダ 1969 I 19 5 
ルクセンブルク 1970 12 3 & 6 
イギリ ス 1973 15 ゜デンマーク 1967 22 
ァイルランド 1972 23 0 & 10 
スペイ ン 1986 12 6 33 
ボルトガル 1986 16 0 & 8 30 
ギリ シャ 1987 18 I 6 36 ， 
出所） "The approximation of European tax systems", 
European File, May 1986他。
5) 1980年表に関してはベルギー表の作成が遅れ，またアイルランド， 1レクセンブルクは
不参加を表明している。
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手直ししてEC諸国共通の税制とすることを明らかにした。以後1965年の第 2
次指令， 1968年の第3次指令という具合に，実施するにあたっての細目を規定
していった。 EC諸国が実際に今日のような付加価値税の実施に踏み切ったの
は，課税を製造段階から小売を含むすべての段階に拡大した 1968年以降であ
る。
EC型付加価値税のしくみを説明しよう。ある商品が消費者の手に渡るまで
に，原料生産者A→加工業者B→卸売業者C→小売業者D→最終消費者Eとい
う経路をたどるものとし，また付加価値税率を10彩とする。
(1) 今，生産者であるAが， 1,000マルクで加工業者Bに原料を売ったとす
る。この取り引きにあたり， Aは1,000マルクを課税標準としてその10
96にあたる 100マルクの付加価値税を税務当局に納税しなくてはならな
い。 Aは原料価格1,000マルクと付加価値税100マルクとを別に記載した
インボイス仕送り状）をBに送付し， その合計の1,100マルクを請求す
る。したがってAは税務当局に付加価値税100マルクを支払うものの，
Bへの販売時に転稼しているので実質的負担はゼロである。
(2) Bは商品加工段階で発生した付加価値の 1,500マルクを原料入手価格の
1,000マルクに加え，製品として2,500マルクで卸売業者のCに売ったと
する。この取り引きに対して， Bはその10彩にあたる 250マルクを付加
価値税分として別に記入したインボイスを発行し， Cからは実際には
2,750マルク (2,500+250)を受け取る。 Bが実際に税務当局に納税しな
くてはならない付加価値税は， Aによってインボイスされた 100マルク
を250マルクから引いた150マルクであるが（前段階税額控除），既にCへの
商品販売時に回収しているので，実質的負担はゼロである。
(3) 卸売り業者のCは入手した商品価格2,500マルクに付加価値発生額500マ
188 
ルクを加え， 3,000マルクで小売業者のDに商品を卸したとする。この
取り引きに対して， Cはその10彩にあたる 300マルクを付加価値税分と
して別に記入したインボイスを発行し， Dからは実際には3,300(3, ooo+ 
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図1 VATの転嫁過程
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原→ 商品→ 加→ 商品→ 卸→ 商品→ 小→ 商品→ 最
料←価格← 工← 価格← 売← 価格← 売← 価格←終
生 (lOOODM)
業
(2500DM) 
業
(3000DM) 
業
(3500DM) 消
産→インボイス→ →インボイス→ →インボイス→ →インボイス→ 費
者 (100DM) 者 (250DM) 者 (300.DM) 者 (350DM) 者
← VAT ← ← VAT ← ← VAT ← ← VAT ← 
A (100 DM) B (250 DM) C (300 DM) D (350 DM) E 
↓ VAT ↓ VAT ↓ VAT ↓ VAT 
↓ (100 DM) ↓ (150 DM) ↓ (50 DM) ↓ (50 DM) 
税務当局
300)マ）レクを受け取る。 Cが実際に税務当局に納税する付加価値税は，
300マルクからBによってインボイスされた250マルクを差し引いた50マ
ルクであるが， これは既にDへの販売時に転嫁しているので Cの実質
的負担はない。
(4) 小売業者Dの場合も同様の手続きを踏む。 DはCからの卸してもらった
商品価格の 3,000マルクに，付加価値額の500マルクを加えた3,500マル
クで消費者Eに商品を販売したとする。その際，その 3,500マルクにか
かるlO;lるの付加価値税350マルクも請求する。 Dが税務当局に実際に支
払う付加価値税額は， 350マルクからCによってインボイスされた 300
マルクを差し引いた50マルクであるが，消費者への販売に際して既に転
嫁しているため，実質的負担はゼロである。
(5) 消費者は最終的に 3,500マルクでこの商品を購人し，さらにその10形に
あたる 350マルクの付加価値税を負担しなくてはならない。前段階控除
を許されないので，付加価値税は最終的には消費者が負担することにな
る。
A~Dは確かに前段階生産者や税務当局に付加価値税を支払っているが，そ
れは次の段階に転嫁されてゆき，最終的には消費者Eがすべて負担しているの
で，いわば消費者の税負担を形式的に代行しているようなものである。
以上が標準的なEC型付加価値税の転嫁過程の説明であるが，これを産業連
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関表に表わす際には，財・サービスのフロー評価方法の違いによりグロス処理
とネット処理の 2種類があることが， EC統計局によって明らかにされてい
る。すなわち，グロス処理では財・サービスのフロー評価にすべての付加価値
税が含まれ，一方ネット処理では控除可能な付加価値税は除き，控除不可能な
付加価値税のみを含めて評価される。
(1) グロス処理
生 産 額：生産者によってインボイスされた VATを含む
輸 入：輸入品へのインボイスされたVATを含む
中間需要：生産者ヘインボイスされた VATを含む
最終消費： VATを含む
固定資本形成：資本財購入者にインボイスされたVATを含む
輸 出： VATを除く
(2) ネット処理
生 産 額：生産者によってインボイスされた VATを除く
輸 入：輸入品へのインボイスされた VATを除く
中間需要：控除可能 VATを除く
最終消費：VATを含む
固定資本形成：控除可能 VATを除く
輸 出： VATを除く
両評価方法とも最終消費と輸出に関する評価は同じである。最終消費はとも
にVATを含んで評価され，輸出品はそもそも VATが控除されるので，とも
にVATを除いた評価である。グロスによる評価とネットによる評価が根本的
に異なるのは，国内生産額，中間需要，固定資形成，そして競争輸入表の場合
は輸入である。とりわけ重要なのが，｀第 1象限が行方向に控除可能VATを含
んで評価されているか否かという点である。先の例を産業連関表に表わすこと
によって，この点を見てみよう。
グロス処理の場合（図2参照），行方向にはすべてのVATを含んだ数字が計
190 
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図2 グロス処理
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A 
? ?
D 
??????
A 
?
?
?
付加価値
VAT 
供給総額
1,100 1. 100 
I 
2,750 2,750 
3,300 3,300 
3,850 3,850 
1,000 1,500 500 500 
100 150 50 50 
1,100 2,750 3,300 3,850 
上され，列方向には各部門が生み出した付加価値に付加価値税率（この例では10
％）を掛けたVATが記載されることによって，行和・列和バランスが保たれて
いる。ただしEC各国統計局の産業連関表ではVATの行は明示的に示される
ことは少なく，付加価値部門内の間接税行に含ませて記載されることが多い。
一方ネット処理の場合は（図3参照）， インボイスによって控除可能な VAT
を除いて評価されるため，内生部門は行方向に基本的にVATを含まない。転
嫁できず控除不可能な最終消費者が， Dから購入する額（最終需要部門）のみ
VATを含んで評価される。付加価値部門にある VAT行は， 行方向に含まれ
る控除不能VATを列方向にも含ませて行和・列和バランスをとるための調整
行といってもよい。記述的にはこの付加価値税行 (VATon Products)によっ
て，各部門の財・サービスの売買によって最終的にかかる控除不能付加価値税
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図3 ネット処理 (Eurostat方式）
最終
B C D 消費A 
???
A 
?
?
D 
付加価値
VAT 
供給総額
1,000 1,000 
2,500 2,500 
3,000 3,000 
3,850 3,850 
1,000 1,500 500 500 
350 
1,000 2,500 3,000 3,850 
額がわかる仕組みである。このようにしてネット処理では，控除可能な VAT
を生産体系外に排除している。表3が実際にEC統計局より公表されている実
際の西ドイツ1975年産業連関表を，内生12部門に統合したものである。国内生
産額に副産物振替をおこなって分配生産額を求め6), それに輸入と（控除不能）
付加価値税 (VATon Products)を加えてバランスをとっている。このような
TS-(Total Supply)ベースの産業連関表から， 日本と同じような GDO(Gross 
Domestic Products)ベースの産業連関表に変換するには，輸入と付加価値税を
行から取り去り，マイナスを掛けて列ベクトルに転置し，総需要から控除すれ
6)日本の産業連関表は内生部門で副産物振替をおこなっている（ストーン方式）が，EC
統計局表ではいったん国内生産額を求めた後で，実際に副産物が生産された部門から
競合部門への振替をおこなっている (ESA方式）。 詳しくは良永 [18]を参照された
If¥ 
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ばよい。
ところで， EC標準産業連関表では1970年表までは，まだ1970年時点で付加
価値税制度に移行していなかった国もあったため，グロスで評価されていた。
しかし1975年表作成を契機にネットによる評価 (nettreatment of VAT)に移行
した。またこの前後から，各国統計局で独自に作成される産業連関表も， VAT
の純処理に移行しつつある（スペインやボルトガルがまだ移行していない）。＇たとえ
ば， ドイツ連邦統計局は1978表 (198峠三公表）から純処理に移行した。記述的な
観点を除けば，産業連関分析上VAT純処理の方が物量的技術関係を反映しや
すいからである。安定的な投入係数を求めることは，産業連関分析の前提であ
る。商品ごとに異なりうる税率（軽減税率・割増税率）によって投入産出関係の
把握が撹乱されないためにも， VATの純処理は必要不可欠である。そして付
加価値税の転嫁過程からも明らかなように，そもそもの企業者価格には付加価
値税は含まれていないのである。
4. ドイツ連邦統計局の VAT処理
以上第3節でEC統計局標準産業連関表における VAT処理を考察したが，
西ドイツにおいては連邦統計局 (FSO)もドイツ経済研究所 (DIW)も EC統
計局とは若干異なった処理をしている。そこで本節ではまずEC標準表とドイ
ツ連邦統計局表における VAT処理を比較検討することによって， EC統計局
表の問題点を探ってみよう。
西ドイツ本国の産業連関表も VATのネット化をおこなっている点では EC
統計局と同じであるが， 大きな相違はネット化をいっそう徹底し， 控除可能
VATだけでなく， 控除不能なVATも財・サービスのフローから除いて評価
していることである。第 3節の例で図解するならば，図 4のようになる。
EC標準表で行方向に含まれていた控除不能VATを，一行にまとめて内生
部門の下に出してしまっているので，行方向にはいっさい付加価値税を含まな
い形となっている。したがって， EC標準表において行和・列和バランスのた
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めに必要であった付加価値税 (VATon Products)という一行も必要がなくな
ったために，省かれている。 EC標準表においては，国内生産額に輸入とVAT
を加えて総供給を求めていたが， ドイツ連邦統計局産業連関表では，国内生産
額と輸入によってバランスがとれる仕組である。・
ところで，この西ドイツの方式とEC統計局の方式を比較すると，図解例を
見ている限りではほとんど変わりないように思えるかもしれない。というのは
内生部門だけをとってみれば，両方式ともまったく同じであり，それをもとに
計算する投入係数も同じになるからである。しかしこれはあくまで単純なケー
スを例解したからであって，現実の付加価値税制度を考えると，例外規定が存
在するために，両方式のもつ意味が異なってくるのである。その一番大きなも
のが，非課税業者の存在である。非課税といっても，実は前段階控除のできる
A 
図4 ネット処理 (FSO方式）
D. 翡? ? 闘
A 
B 
C 
D 
控除V不A能T 
付加価値
供給総額
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非課税と前段階控除のできない非課税とがある。前者は，輸出業者や，イギリ
ス，アイルランドであこなわれているゼロ税率（軽減税率の特殊ケース）などが該
当するが，一般に付加価値税制度では，前段階控除のできない後者のケースを
非課税と呼んでいる。
西ドイツを含めほとんどのEC諸国では，非課税の取り引きを行なう事業者
は，原則的に仕入までの前段階控除が認められていない。課税業者は税金の支
払時に，インボイスによって仕入れ段階までにかかったVATを控除できる仕
組みであるが，非課税業者はそれができないのである。たとえば西ドイツにお
いては，次のような業者が非課税になっている。
1. 医師，看護婦など病院・老人ホームのサービス
2. 福祉団体，ユースホステル協会の活動
3. 劇場，オーケストラ，博物館等の文化活動
4. 学術機関の活動
5. 不動産・金融取引
6. 船舶，臓器の輸入等々 （橋本[15]等を参照）
ほとんどがサービスにかかわる活動である。これらの業者自身の活動は非課
税ではあるものの，前段階控除の資格はないのである。これは産業連関表にど
のように影響するか，やはり前節と同じ例題を用いて解明してみよう。今，業
者Dを非課税業者であるとした時， EC統計局方式によるネット化では，図5
のようになる。すなわち業者Dは， Cからのインボイスに基づいて， 300マル
クのVATを控除することができないので，そのまま中間投入費用として計上
(VATの費用化）されることになる。いわばCからVATも含めた3,300マルク
の購入があった形となり， Cの費用構成(?'J方向）にもDが控除しえない300マル
クのVATが記載され，行和・列和バランスがとられる。一方Dは非課税業者
であるから，付加価値の10%にあたる付加価値税を，商品価格とともに最終消
費者のEから請求することはない。
こうして非課税業者であるDは，前段階までにかかったVATを控除不能と
197 
1134 闊西大學「経清論集』第39巻第6号 (1990年3月）
図5 ネット処理 (Eurostat方式）：非課税ケー ス
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して自ら負担することになり，コストに算入され，また会計上のコストを増加
させることとなる。すべての産業に標準税率が適用されようと，産業によって
軽減税率や割増税率の適用があろうと，前段階控除が認められる限りにおいて
は， EC統計局方式のネット化でも，内生部門からはすべてのVATが排除さ
れるが叫このような非課税業者を考慮にいれると， 営利及び非営利のサービ
ス産業を中心として，内生部門に控除不能付加価値税を含むこととなる。これ
は産業連関表を国民会計上のバランス表として見る場合はともかくとして，分
析的に利用する場合には投入構造を歪める可能性がある。 というのは， VAT 
は個々の産業にとってはコストであるにしても，本来の財・サービスの価格と
7)清水雅彦（慶応大学）氏が軽減税率の適用されるケースを産業連関表で検討されてい
る。国際産業連関調査研究委員会[11]参照。
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図6 ネット処理 (FSO方式）：非課税ケー ス
最終 需要
A B C D 消費 総額
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はあくまで異なっているからである。
それでは， ドイツ連邦統計局(FSO)方式で処理した場合はどうなるか。もち
ろん控除不能VATが内生部門の下の一行にまとめられるために，非課税業者
の場合であろうと内生部門にはいっさいのVATが記載されない（図6参照）。
そして本来の投入・産出構造が維持されることとなる。
表4は， ドイツ連邦統計局の最新の1984年内生12部門統合表である。第13行
目で，控除不能VATも除いた内生部門や最終需要部門の合計を求め，第14行
目に除かれた控除不能VAT(輸入付加価値税を含む）が記されている。この行を
見ると，内生第10部門以降3部門にわたって控除不能VATが記されており，
控除不能VAT全体の19彩(22,220/115, 970)に達していることがわかる。 EC統
計局方式のネット化では，この分が内生部門に含まれてしまうのである。な
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ぉ，この第14行目の内生部門の控除不能VATは，列方向に国内生産額を求め
る際に，一種の間接税として国内生産額に含まれる。 VATを最も負担してい
るのは言うまでもなく個人最終消費で， 1984年では全体の約64%をしめてい
る。また本来輸出品には付加価値税はかかってこない，すなわち輸出は，通関
時に前段階に遡ってVATを免税還付される非課税措置がとられているが，西
ドイツ産業連関表の輸出欄には控除不能VATが記されている。これは，西ド
イツが東ドイツを国外とはみなさずに国内と同じ待遇にしているため，東ドイ
ツ及び東ベルリンヘの商品の流通に付加価値税がかかってくるためである。
このように付加価値税をすべて財・サービスのフローから除くという方式
は，実はドイツ連邦統計局だけの方式というわけではない。五大研の一つであ
る DIW研究所の産業連関表にも， 78年表から採用されている。 DIWはかつ
て独自の調査に基づく産業連関表を作成し，連邦統計局表を補う役割を果たし
てきたが，近年，連邦統計局と産業連関表の作成に関する共同研究を通して，
まったく同じVAT処理を採用している8)。
そして最近になってEC統計局においても，従来の方式に代わって， ドイツ
連邦統計局や国連 ECEと同様に， すべての VATを控除しようとする動き
が見られる。 EC統計局は， EC各国の標準表を公表するだけではなく， EC
6ゃEC9といった EC諸国を一つにまとめた産業連関表(ECU評価）を公表
してきたが， 1975年 EC9表は EC統計局方式のネット化がおこなわれてい
た。ところが最近公表された1980年 EC7表では，すべての VATを控除した
連邦統計局方式が採用されている。各国表は従来の方式で公表されているの
で，このような新しい試みがEC統計局に定着するかどうかは不明であるが，
EC全体表においてはこのようにすべてのVATを控除することが必要不可欠
であると思われる。というのは， 1980年 EC7表の付加価値部門には内生部門
から取り去った控除不能VATが記載されているが，各国表とは異なって，ほ
8) Spektrum der Wissenschaft [ 4]参照。
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とんどの産業にVATが計上されている。これは，各国で異なっている非課税
業者の指定は， EC全体として考えれば，部門統合したあらゆる産業に渡って
いることを示している9)。
もし従来のEC統計局方式に拠っていたならば，この部分が内生部門に含ま
れてしまい，投入構造の評価を歪めてしまう可能性がある。 ECのある一国の
付加価値税の税率や非課税業種の指定が変わっただけでも， EC 7表の投入係
数が変化し，投入構造が変化したとみなされてしまう可能性があるからであ
る。
さらに国連 ECEの産業連関表も， 1975年表より VATのネット化をはかっ
ており，すべてのVATを生産体系外に押しやることを推奨している。そもそ
も国連 ECEはVATに限らず，純商品税．すなわち純間接税のうち購入者に
よって異なる賦課方式をとる商品税に関しては，生産者価格からさらに控除
した「基本価格」を標準的評価方法としている10)。実際には基本価格で国連
ECEに報告している国は， イギリスをはじめごくわずかな国に限られるが，
1975年ECEイギリス表では，国内生産物にかかる純商品税と輸入にかかる純
商品税とに分けて計上している点に特徴がある。
5. EC標準産業連関表の分析方法
以上考察してきたように， EC標準表は控除不能VATの処理が未だ徹底し
ていない。しかし評価価格や産業分類などで各国でまちまちの産業連関表を，
1つのフォーマットに統一している点で， EC諸国の比較分析には有用であ
る。そこで次にこのような公表されている EC標準表 CM争輸入表）をそのまま
利用する場合，どのように最終需要の各項目が誘発する生産，輸入等が分析さ
れるかについて考察してみよう。
9)たとえば表10(後出）のフランス控除不能 VAT表を参考にされたい。
10)国連 ECE[7],久保庭[9]等を参照。
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第3節でみてきたように， EC標準産業連関表の行和・ 列和バランスは次の
ようにしておこなわれている。
総需要（行方向）
含．控除不能 VAT
総供給 ~J方向）
i.e. 国内生産額
＋輸入
＋控除不能 VAT
まず上の需給バランスをマトリックスで表わすと，
AX+F+E=X+M+V 
: . X=AX+F+E-M-V ... (1) 
（ただし， Aは投入係数行列， Xは国内生産額列ベクトル， Fは国内最終需要行列，
Eは輸出列ベクトル， Mは輸入行を列ベクトルに転置したもの， Vは控除不能VAT
行を列ベクトルに転置したものとする。）
輸入については日本の産業連関分析で従来想定されてきたように，輸入品の
再輸出は考慮せず（輸出の中には輸入は含まれない）， 輸入は国内需要（中間需要＋
最終需要）に比例して決定されるものと仮定する。この時，各行部門の輸入係数
加を次のように定義する。
加 =M;/{(AX);+F;} ... (2) 
輸入係数を対角行列とする輸入係数マトリックスを M'として(2)式を書き換
えると，
M=M'(AX+F) ・・・・・・(3) 
一方 VATについても，輸出には原則的に VATがかからないので，国内
需要（輸入を含む）に比例して決定されるものと仮定する。各行部門の付加価値
税係数 V;を次のように定義する。
v;= V;/ {(AX);+F;} ... (4) 
付加価値税係数 V;を対角行列とする VATマトリックスを V'として(4)式を
書き換えると，
V=V'(AX+F) ••••.• (5) 
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(3)式と(5)式を，需給バランスの(1)式に代入して整理すると，
X=立+F+E-M-V
=AX+F+E—研(AX+F) -V'(AX+ F) 
(I-A十研A+V'A)X=(I-M-V')F+ E 
X=[I-(I—研ーV')A]→[(I-M'-V')F+E] 
逆行列部分を Bと置き換えると，
X=B(Iー 研ーV')F+BE
I I I I 
国内最終需要が直接 輸出が直接間接に
間接に誘発する国内 誘発にする国内生
生産額 産額
... (6) 
1141 
この(6)式によって，国内最終需要(F)の各項目及ぶ輸出 (E)の誘発する国内
生産額(X)を求めることができる。右辺第 1項は国内最終需要が誘発する国内
生産額を表わし，第 2項は輸出が誘発する国内生産額を表わす。さらに国内最
終需要及び輸出の誘発する輸入については， (6)式を(3)式に代入することによっ
て次のとおり求まる。
M=研 (AX+F)
= M[AB(I-M -V')F+ ABE+ F] 
=M[AB(I-M-V')+l]F+研ABE . ・…. (7) 
I I I 
国内最終需要が直接間接 輸出が直接間接
に誘発する輸入 に誘発する輸入
同様にして最終需要の各項目が誘発する付加価値額や付加価値税額も求める
が，ここでは(6)式を(5)式に代入することによって付加価値税を求めてみよう。
V=V'(AX+F) 
= V'[AB(I-M'-V')F+ ABE+ F] 
=V'[I+AB(I—研ーV')]F-十 V'ABE … (8) 
国内最終需要が直接間接 輸出が直接間接
に誘発する VAT に誘発する VAT
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たとえばこの(8)式で， 1975年の EC主要国の最終需要の VAT誘発依存度
(VAT総額の何％を各最終需要項目が直接間接に誘発しているか）を計算すると次の
表のようになる。
表5 VAT誘発依存度
VAT 輸 出
誘発依存度 個人消費 政府消費 資本形成 在庫変動 域内！域外
西ドイツ 55.62 6.81 27.18 -0.15 4.61 5.93 
イギリス 65.27 6.37 16.35 -1.88 4.30 9.56 
フランス 57.56 4.43 30,32 -0.27 3.82 4.14 
イタリア 65.80 3.88 21. 52 -0.24 3.91 5.13 
付加価値税制度のもとでは，政府消費や輸出は原則的には直接的な付加価値
税負担は生じないが，生産を誘発する中で，間接的に控除不能な付加価値税を
生じることになる。とはいえ，各国ともやはり個人消費に直接・間接に依存す
る割合が大きくなっている。国によって異なっている税制度（とりわけ税率と非
課税業種）や生産連関構造が， VAT誘発依存度の相違となって現われている。
イギリスやイクリアでは特に個人消費に依存する割合が高く，一方西ドイツや
フランスでは固定資本形成にも30彩近く依存している。このようなVAT誘発
計算が可能なのは， EC統計局方式のネット化では行方向に控除不能VATを
含ませているからであり，それが数少いメリットになっていると思われる。
6. ネット化の相違による分析上の差異
すでに拙稿[18]でVATのグロス処理，ネット処理 (FSO方式）でどのよう
な相違が生じるかが具体的に検討されている。記述的には，財・サービスのあ
らゆるフローの評価で， ネット表の数値が大きく減少し， ネット化のために
部門によって投入係数が大きく激変するため，部門統合の程度 (Aggregation
Level)にもよるが，内生12部門程度でも大きな差異が検出された。特に影響力
．感応度係数でみると， VATのグロス表では農林水産業は，他部門に影響力
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があり，他部門から影響を受けやすい部門であるが， ネット表では他部門から
影響されやすく，他部門への影響力の少ない部門へと， 180度変貌してしまう
ため,VATの処理方法は産業連関分析にとって重要な問題の1つであると注
意を喚起しておいた。
本稿では， クロス処理・ネット処理という相違よりも，むしろネット処理の
方法の相違に焦点をおいているので，最後に,EC統計局(Eurostat)方式のネ
ット化と連邦統計局(FSO)方式のネット化でどのような相違が生じるかを具
体的に検討しておこう。
まず比較するデータを作成しなくてはならない。EC統計局は産業連関表だ
けではなく,VATのフロー表も付帯表として公表している（表6参照)ので，
これを用いてEC統計局1975年西ドイツ産業連関表をFSO方式の産業連関表
に変換する。すなわち，産業連関表の内生部門と最終需要部門の各マス目1か
ら,対応するVAT表数値を引き,VAT表列和を，各列部門にかかってくる
控除不能付加価値税として中間投入合計行の下に記載する。最後に行和・列和
バランスのために用いられてきた付加価値税(VATonProducts)という一行
を削除する。こうして作成されたのが表7である。
Eurostat方式の表3とFSO方式の表7を比較してみよう。まず国内生産
額はまったく同じである。にもかかわらず，内生部門数値は建設･-サービス部
門を中心に減少しており， したがって投入係数の減少がみられる。
中間投入係数(中間投入計／国内生産額)は,製造業部門ではまったく同じであ
るが，建設業やサービス業で控除不能VATを内生部門から控外した分FSO
方式の係数が小さくなっており，全体としてもFSO方式が若干ではあるが小
さくなる。 ,一方，中間需要係数は中間需要÷(中間需要十最終需要)で定義される
が，最終需要部門の方が内生部門よりも取り除く控除不能VATの割合が大き
いため，ほとんどFSO方式が大きくなっている。
′ このような投入係数の相違は逆行列を通してどのような形で分析に現われる
か，最終需要の誘発計算を通して実験してみよう。EC統計局方式でVATを
’
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ネット化した産業連関表は第5節で解説した式を用い，連邦統計局方式でネッ
ト化した産業連関表は通常の[I-(I-MりA]一1型の逆行列を用いて，生産誘発
額と輸入誘発額を計算した結果が，次の表9である。
誘発額自体や依存度では， FSO方式の個人消費や政府消費がEC統計局方
式に比べて少なくなっている。逆にEC域内・域外への輸出の誘発額や依存度
が高くなっている。これは， FSO・方式では最終消費からすべての VATを取
り除いてしまうために，相対的に固定資本形成や輸出の誘発額が高くなること
と関連している。グロス表とネット表を分析した時ほど差は大きくないにして
も， EC統計局方式と FSO方式では微妙な相違となって現われている。特に
時系列や各国比較において，係数自体の変化を問題にする場合や，もっとディ
スアグレゲートしたレベルでの分析には注意が必要であろう。
表8 中間投入・需要係数
中間投入係数 中間需要係数
Eurostat FSO Eurostat I FSO 
1 59.8% 59.8彩 82.1% 83.1彩
2 53.2彩 53.296 71.4% 73.0% 
3 58.9% 58.9彩 71.5% 71. 8% 
4 84.5彩 84.5% 83.7彩 83.7% 
5 58.1彩． 58.1彩 43.2彩 43.4彩
6 51. 8彩 51. 8% 38.4% 39.0彩
7 60.5彩 60.5彩 50.5彩 52.1彩
8 66.7劣 66.7彩 33.5彩 34.7劣， 58.7彩 58.1彩 8.8彩 9.1彩
10 36.2彩 36.1.96 41. 9彩 43.2彩
11 37.3彩 36.4彩 48.3彩 48.6彩
12 42.5彩 39.9彩 0.0彩 0.096 
マクロ1-s2.1彩 51. 6彩 45.9彩 46.6彩
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表9 VATネット化の方法による誘発額の相違
輸出個人消費政府消費資本形成在庫変動—~ 総 額
域内.I域外 ． 
【最終需要生産誘発額】
Eurostat 1901, 321 1288, 873 358, 1031 ―1,431 1201, 4681271, 577 
FSO 887,520 287,306 365,416 -1,534 205,066 276,132 
【最終需要生産誘発係数】
E~;;at I~::: 1. ~::: I~:~~ ~:~~I~::! I~::: I 
【最終需要生産誘発依存度］
2,019,913 
2,019,913 
1. 63 
1. 69 
Eurostat l 44. 62彩l14.30彩l17. 73彩
FSO 43.94彩 14.22彩 18.09彩
-0.07% 9. 97彩 113・.45劣I100.00彩
-0. 07% 10. 15彩 13.67彩 100.00彩
【最終需要輸入誘発額】
Eurostat 116. 035 l 16. 843 l 4. 661 l -331 17,4881 23,0161 217,663 
FSO 113, 640 16,483 45, 907 -348 18, 147 23, 834 217,663 
【最終需要輸入誘発係数】
Eurostat 0.19 I 0.10 I 0.21 0.25 0.17 0.16 I 0.18 
FSO 0.20 0.09 0.22 0.27 0.17 0.17 0.18 
［最終需り要輸入誘発依存度】
Eurostat 153. 31彩I7. 74% I 20. 50%i -0.15彩I8. 03彩 110.57彩 1100.00彩
FSO 52.21彩 7.57彩 21.09彩ー0.16% 8.34劣 10.95% 100. 00彩
7. むすびにかえて
以上小稿では産業連関表における付加価値税の取扱い方法を検討してきた。
VATのネット化は安定的な投入係数を得るためには不可欠であるが， ECに
はEC統計局 (Eurostat)方式と連邦統計局 (FSO)方式の二種類が存在してい
ることを明らかにし，その相違を分析を交えて考察した。
特に EC諸国間や国際比較などには，すべての付加価値税を除いた (netof 
al VAT) FSO方式の方が望ましいであろう。第4節でも触れたように，各国
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の付加価値税制度上の相違がEC統計局方式では未だ内生部門に影響してくる
ため， 技術的な投入・産出構造を捉える上では問題があるからである。たと
えば表10はフランスの1975年VAT表であるが，これが表 6の西ドイツのもの
といかに異なっているかは一目瞭然であろう。フランスはEC諸国の中でも付
加価値税の歴史が古く，対GDP比で見た付加価値税比率の最も大きな国の一
つであり，税収全体の35%(1985年）を付加価値税に依存している11)。そして様
々な税率と非課税業者の指定を行なっている。表10で農林水産業に控除不能
VATが記載されているのも，フランスでは農業協同組合の取引や漁業の収穫
が非課税扱いとなっているためである。このように各国で異なっている付加価
値税の存在は， 1992年EC市場統合を目前に控えた現在大きな問題となってい
るが，それが産業連関分析における投入・産出構造の把握を困難にしないよう
なかたちでネット処理されるべきであろう。
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